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第1章 市場競争理論の再考(静 学モデル)

      一 需給バラソスと競争圧カ ー

辻 村 江 太 郎
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1 「有効需要の原理」と市場競争

 インフレ シヨソ    スタグネヘシヨン

 物価の急騰 と経済の沈滞が同時発生するという,い わゆるスタグフレーションの危険については,

ここ数年来,警 告され続けてきた。それが不幸にして事実 となって現われ,1974年 から現在にかけて,

西側先進諸国の経済は軒並み,物 価上昇がおさまらないまま,実 質経済成長率がマイナスに落ち込む

という事:態を経験 している。

 もともと戦前からの常識 として,イ ンフレは好況 と,デ フレは不況 とほとんど同義のように受けと

られてきた。そして1930年 代の大不況を背景に現われたケインズ理論は,赤 字財政を中心 とするイン

フレぎみの総需要調整によって,不 況を克服する知恵であると解されている。

 企業の操業度が低下 して,大 量の失業が発生す るのは,総 需要が不足だからであ り,生 産能力に見

合 うだけの需要をっけてやれぽ,経 済は活況を呈して完全雇用が実現される。物価が下がるのは需要

不足のときだとい うのが新古典派経済学いらいの常識だから,デ フレと完全雇用は両立 しに くい。む

レろ市場が締まって物価がやや強含みに推移す るような総需要政策をとることが,完 全雇用維持のた

めに必要であることをケイソズは説いたのだった。

 このような 「有効需要の原理」からすれば,イ ンフレは生産の拡大,失 業率の低下 と結びつ くべ ぎ
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ものであり,昨 今のように激しい物価上昇と経済の沈滞,失 業の増大が結びっ くとい うのは,ケ イン

ズ政策の筋書 きにないことである。っま りスタグフレーションの発生は,ケ インズ経済学と矛盾する

かのように見えることから,戦 後の経済成長をささえたケインズ経済体制はもはや有効性を失い,そ

の命脈が尽 きたのではないかと危惧する向きも多い。

 ケイソズの 「一般理論」が現われた当時,厂 自由放任の終焉」とか,厂 ケイソズ革命」とかの言葉で

:飾られて,そ れまでの新古典派経済学 との異質性が強調された。しかし現時点からみれば,「 私 有 財

産制度」とか 「契約自由の原則」とかが否定されたわけでもなく,そ れに基づ く自由市場原理が修正

されたわけでもない。つまり古典派以来の自由経済原則はそのまま維持されている。ただ,政 府の財

政 ・金融政策に総需要調i整のための積極的機能を認める,と い う点が新しい要素だったのである。

 「しかしもしわれわれの中央統制が実際上可能な限 りでの完全雇用に最も近い状態に対応する投資

総量を確立するのに成功するならぽ,古 典派理論はその点以後再び自己の本領を得るに至る。もしわ

れわれが産出高は与えられるとするならば,即 ち古典派の思想体系外の諸力によって決定されると仮

定するならば,何 が特に生産されるか,そ れを生産するために生産の要素が如何なる割合に結合され

るであろうか,そ して最終生産物の価値は如何にしてそれらの間に分配されるかを決定するものは個

人の利己心であるとなす古典派の分析方法には,何 等反対すべ き理由は存しないであろう。また,完

全及び不完全競争のそれぞれの状態のもとにおける個人の利益と公の利益 との間の一致の程度に関す

る現代古典派理論に対 しても,何 等反対すべ き理由は存 しない。かくして,消 費性向と投資誘因との

間の調整を図るための中央統制の必要を別 とすれば,経 済生活を社会化すべ き理由は従来以上には存

在 しない。」 このように 「一般理論」24章 の結論的覚書でケインズ自身が明言しているようにケイ ン

ズ体制の下でも,政 府の政策によって総需要の規模が決められた後での資源配分の決定,っ まりなに

を どれだけ生産するか とか,ど の産業で どれだけの労働力を雇用するかとかは,市 場の需給調節機能

にゆだね られることになっていた。その点では古典的資本主義体制の建前がそのまま踏襲 され て い

る。

 したが って,「需要をっけてやれば,生 産(供 給)は それに随いて くる」というケインズの基本命題

は,当 然のこととして市場メカニズムの作動を前提している。このとき市場 とい うのは,古 典派以来

そ うであるように,も ちろん競争市場でなければならない。古来,知 られているように,市 場が独占

的供給者に支配されている場合には,需 要が増加しても供給がそれに応じて増加するとは限らない。

「供給制限による価格の吊り上げ」 とい うのが独占的売 り手の常套手段であることは,ア ダム ・ス ミ

ス以前からの常識である。

 ただ,ケ インズの判断からすれぽ,市 場における独占的要素の存在が無視できないものであったと

しても,市 場全体 として 「有効需要の原理」が妥当しうる程度の競争性は維持されている とみ て よ

い,と いうことだったのである。
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 ところで,ス タグフレーションという事態は,「需要をっけてやっても供給(生 産)が そ れ に 随 い

て来ない」という事態である。1974年 の日本の名目需要拡大率(名 目成長率)は19%,ア メリカのそれ

は13%で あるに対して,実 質生産の成長率はそれぞれマイナス1.7%,マ イナス2.2%と なってお り,

マクロの物価上昇率(GNPデ フレーター)は 日本23%,ア メリカ10%に 達していた。そして75年3月

のアメ リカの失業率は,戦 後はじめて9%を 記録した。

 このように,名 目需要がふえているのに,物 的供給が減 ってしまうとい う状況は,明 らかに市場の

競争機能に異常があることを示唆するものである。

 公正取引委員会の調査によれば,昭 和47年 の日本で,3社 累積集中度が70%を 越える高度寡占商品

は,112品 目にのぼっている。この品目数は,商 品分類に対して,10分 の1に も満たないが,100品 目

近 くが基礎的中間財であることに注目して,産 業部門間の投入 ・産出関係を考慮:すれぽ,全 商品の中

のかなりの部分が・寡占的価格形成の影響下にあることは否定できない。

 ガルプレイスは近著 『経済学 と公共 目的』の中で,現 代の大企業体制の下で,競 争市場が支配的で

あるかのように思 うのは幻想にすぎず,そ のような非現実的な想定に立って書かれている新古典派流

の経済学の教科書は,大 企業の独占的行動から世人の目をそらすための偽装であるといわれても仕方

あるまい,と いった趣旨のことを述べている。

 供給制限による独占価格の設定は,厳 密に一社独占でなくても,寡 占市場で強力なプライス ・リー

ダーシップをもっ トップ企業に他社が追随するとか,ヤ ミカルテルによって複数企業が共同動作をと

るとかすれば可能である。そして独占均衡が,供 給制限 と価格吊り上げとをワンセットにした企業行

動をもたらす点に注 目すれば,物 価の暴騰 と実質生産(供 給)の 減退 というスタグフレーショソの 現

象が,独 占的市場操作 ときわめて密接な親近性をもっことは,誰 の目にも明らかである。

 まして昭和48年 の初頭から49年はじめにかけて,大 豆,小 麦等の食用農産物,豆 腐などの 加 工 食

品,生 革,木 材,そ の他の建設資材,繊 維製品,紙 金属原料,さ らには石油製品など,ほ とんどあ

らゆる商品が不足 したとき,「買い占め,売 り惜しみ」という言葉がしきりにマスコミをにぎわ せ た

ことを想起すれば,「売 り惜しみ」即 厂独占的供給制限」という推測は容易に成立す る。したが って
          モノポリズム

スタグフレーションが独 占病による市場のマヒによって惹き起こされたのではないか,と いう疑惑は

ぬぐいがたいとい うことになる。

 昨今のスタグフレーションの原因として,独 占病が一役買っていることは否定しがたいし,そ のこ

とから独禁政策の抜本的強化が叫ばれ るのも当然である。ただ注意すべきは,独 占病だけで今回のス

タグフレーションのすべてが説明され るわけではないし,独 禁政策の強化のみで,ス タグフレーショ

ンの再発が防げるわけでもない,と い う点である。

 ケインズ経済体制にとって問題なのは,厂需要をっけてやれば供給はそれに随いて くる」とい う命

題が何故に妥当しなくなったのかである。その原因が市場における競争機能のマヒにあることは明ら
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かであ り,独 占均衡の図式は 「需要がふえても供給がふえるとは限らない」ことを十分に説明す るよ

うにみえる。しかし市場機能のマヒを産業組織論的にのみ理解するには無理がある。たしかに戦後の

経済成長の過程で,産 業集中度は長;期的に高まる傾向を示 しているし,現 在すでにかな りの程度に達

していることは事実である。

 けれ ども,73年 から74年 にかけて,突 如 として不連続かっ飛躍的に,集 中度が高まったわけではな

いし,70年 のアメリカで軽度のスタグフレーショソが起 こって以後,71年3.2%,72年6.1%,73年
                                        モノポリズム

5.9%と むしろ60年 代の平均以上の実質経済成長が達成された背後に,ア メ リカにおける独占病が一

時的に後退した という事実もない。したがって,現 在のケイソズ経済体制が独占病 という,長 期的慢

性的な病根に脅かされていることに加えて,な んらかの急性的原因によって市場の競争機能がマヒし

た と考えるほかない。

 「需要をっけてやれば供給はそれに随いて くる」というケインズ命題の妥当性は,ま ず過去の実績

によって判断されるべきであろう。図1は 日本,ア メリカその他にっいて名 目需要 の拡 大(名 目成長

率)と 実質生産の増加(実 質成長率)と の間の並行関係をみたものである。

 ケインズ理論の立場からみた市場機能の有効性は,ま ず第一に,名 目需要の拡大に実質供給が随い

て くるか否かによって判定されるが,ア メリカ,西 ドイツ,日 本においては,1950年 代のはじめから

70年代にかけて,需 要拡大に生産増加が敏感に反応しているのがわかる。それに比較してイギリス,

フランス,イ タリアの場合は,両 者の並行関係がかなり乱れている。これは前の三国に比して,後 の

三国では国営産業の比重が高かった り,物 価統制が継続的に施行された りして,ケ インズ的自由市場

体制の原型から,よ り大きく乖離しているからであ り,む しろケインズ的自由市場体制の利点を証拠

立てるものといえよう。

 アメリカの場合はとくに,最 近まで名 目需要拡大 と,実 質生産増加 との並行関係が見事に保たれて

おり,ガ ルプレイスの主張から受ける印象とは裏腹に,「需要をっけてやれば供給がそれに随い て く

る」という意味で,ケ インズの期待した市場機能がよく作動していたことを実証している。ただ60年

代の中ごろから,名 目成長率の山も谷も,そ れ以前に比べ高まる傾向をみせるとともに,名 目成長率

と実質成長率とのギャップがしだいに大きくなってきている。

 両者の差は物価上昇率を示すから,イ ンフレ傾向の激化とい う形で市場のパフォーマンスが悪化し

ているといってもよい。そしてアメリカとしては初めて,72年 から73年にかけて,名 目成長率が高ま

っているのに,実 質成長率が低下する形で並行関係が くずれ,っ いに74年 にいたって,名 目成長率10

%の ときに実質成長率がマイナス4%に 落ち込んだのである。

 このようにみると,名 目成長率の高まりと,市 場パフォーマンスの悪化 との間に,な んらかの関係

があることは明らかである。そして図でみるように,ア メリカでは72,73,74年 と続いて,名 目需要

が記録的な拡大を示していることが注 目されるが,と くに73年 の名 目需要拡大率は,日 本やイギリス
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図1 各国における名目需要拡大と実質生産増加との関係
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で も史 上 最 高 を 記録 して い る。

 ア メ リカ の実 質 経 済成 長 率 は,70年 に マ イ ナ ス とな り,71年 も低 位 に と どま った が,72年 は大 統 領

選 挙 の年 で も あ り,政 府 が急 激 な景 気 刺 激 策 を と った た め に失 業 率 は 低下 し,選 挙 の 行 な われ た 第W

四 半期 に 実 質成 長 率 は8%を 上 回 った 。 これ は 財 政 ・金 融 政 策 に よ る急 激 な 需 要 拡 大 の 結 果 で あ る

が,73年 第1四 半;期に は失 業 率 が5%ま:で 下 が り実 質 成 長 率 は8.6%に 達 した 。

 1950年 代 か らの 労 働 力構 成 の変 化 を考 慮す る と,現 在 の ア メ リカの 完 全 雇 用 失 業 率 は5%に 近 い と

され て い るか ら,73年 は じめ は,す で に 完 全 雇 用 に 近 い 水 準 に 達 して お り,そ れ 以 後 の 名 目需 要 拡 大

率 は 長 期 可 能 成 長 率 で あ る4～5%を 越 えて は な らな い 状 態 に あ った 。 そ れ に もか か わ らず 強 い 景気

引 き締 め が 行 な わ れ な か った ぼ か りか,輸 出 が 大 幅 に 伸 び た か ら,設 備 は フル 稼 動 され 生 産 性 の 上 昇

は 頭 打 ち した 。 つ ま り,ア メ リカ経 済 は73年 末 に は 超 完 全 雇 用 の 状 態 に あ った の で あ る。

 日本 で も73年 の 名 目成 長 率 は24.5%に 達 した 。 過 去 に20%を 上 回 った の は61年 だ け で あ り,名 目成

長 率23.4%に 対 して,実 質 成 長 率 も15.6%と い う最 高 を 記 録 して い る。 と こ ろが73年 の 実 質 成 長 率 は
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       図2 先 進 工 業 国計 の名 目国 民総 支 出 と名 目成 長 率
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          図3 先 進 工 業 国 計 の 名 目輸 入 需 要 とそ の 増 加 率
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11%に とどまった。その理由は,61年 に0.74と 労働供給超過を示していた一般求人倍率が,73年 には

1.76と 激しい労働不足を示し,す でに経済規模は完全雇用の天井に達していたからである。

 ケインズがはじめから警告していたように,超 完全雇用の状態は,物 的供給能力に増加の余地のな

い状態だから,名 目需要がその水準を超えて拡大し続けれぽ,当 然の結果 として激しい需要超過が起

こる。

 図1で みるように,72年 から73年 にかけての名目需要拡大は,日 本 とアメリカだけでな く,イ ギリ

ス,'西 ドイツ,フ ランス,イ タリアなどEC諸 国のすべてについて,同 時にいっせいに起 こ って い

る。このような景気拡大のシンクロナイゼーションが,過 去においてまれであったことは,図2お よ

び図3か らみることができる。この基調変化が,プ レトンウッズ体制の崩壊に帰因することはよく知

られているが,い ずれにせよ,世 界全体 としての73年 の名 目需要拡大が,前 例のない大幅なものであ

ったことは事実である。

 それに加えて,ア メリカが ソ連,中 国に対する食用農産物の輸出を解禁したから,そ の分の需要増

も加算しなければならない。

 こうして,世 界の名目需要が途方もなく増加しているときに,先 進工業国の設備 ・労働力はフル稼

動してすでに超完全雇用の状態にあったことと,食 用農産物や天然繊維,木 材のような森林資源,鉱

産物などにっいては,技 術的制約によって,短 期間内に供給を急増することが困難な点を 考 慮 す れ

ぽ,73年 から74年はじ,めにかけての世界的需要超過がほとんどあらゆる品目にっいて.未 曽有の規模

に達したことは明らかである。

 さきに,ス タグフレーションにおける市場機能のマヒと,売 り手独占の理論図式との間の親近性を
                                     モノポリズム

指摘した。しかし,寡 占集中化への長期傾向に沿って進行する,慢 性病 ともいうべ き独占病だけで,

73→74年 の突発的事態を説明することには無理がある。73→74年 にっいてきわだって特徴的なことと

いえば,図2お よび図3に みるような,世 界的規模での極端に大幅な需要超過を措いてない。

 ふっ う新古典派いらいの市場理論は,競 争 と独占との差を考えるとき,売 り手や買い手の数に注 目

する。制度学派の流れを汲む産業組織論では特にそ うである。売 り手にしろ買い手にしろ,市 場への

参加者が多数なら競争的,少 数なら寡占的,単 一なら独占的,と い うふ うになっている。完全競争 と

完全独占の中間にある寡占や複占にっいては,複 雑精緻:な理論が展開されてきたが,少 数企業間では

競争的な場合も協調的な場合もあ りうるとい うまでで,確 固とした結論が整理されるところまではい

っていない。

 しかし,ち ょっと考えれぽ気づ くように,も ともと競争理論は暗黙に市場の需給バランスと切 り離

せない関係を持 っている。

 アダム ・ス ミスは 「国富論」第1編 第7章 で市場均衡(自 然価格)の成立を説明する際に,つ ぎのよ

うに述べている。
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 「市場へもた らされる量が有効需要を超過するばあいには,… …市場価格は多かれす くなかれ自然

価格以下にさがるであろうが,そ の程度は,過 剰の大 きさが売手たちの競争を多かれす くなかれ増進

させる程度……Y'応 じるのである。」

 厂市場へもたらされ るある商品の量が,有 効需要におよばぬばあいには,そ れをそこへもたらすた

めに支払われなければならない地代a賃 銀および利潤の全価値をよろこんで支払 う人々の 全 部 が 全

部,自 分たちが欲す るだけの量を供給 され るはずはなかろ う。かれ らのなかのある者は,全 然それが

えられないくらいなら,よ ろこんでそれ以上をあたえてもよいと思 うであろう。かれらの あ い だ忙

は,た だちに競争がはじまるであろうし,市 場価格は多かれす くなかれ自然価格以上に上昇す るであ

ろ う・∵…。」

 「市場へもたらされ る量がち ょうど有効需要を充足し,そ れ以上にでぬぽあいには,市 場価格は自

然にその自然価格 と正確に同じになるか,ま たは判断しうるかぎりそれと近似的に同じになる。手も

ちの全量は,こ の価格でなら売 りさばけるであろ うし,ま たそれ以上に売 りさぼけるはず は な か ろ

う。さまざまの商人が競争す るから,か れ らのすべては否応なしにこの価格を承認させられるが,こ

れ以下の価格を承認させられることはない。」

 このように,ア ダム ・ス ミスは古典派競争理論の出発点において,売 手間競争が行われるのは供給

超過の場面,買 手間競争が行われるのは需要超過の場面,で あることをまず指摘し,均 衡点の付近で

は各側でそこそこの競争圧力が働 くことを示唆していたのである。

 売 り手間の競争 とい うのは,複 数の売 り手の各々が顧客を他者に奪われまいとして,よ りよい品を

より安 く売ることによってせ り合 うことを意味し,買 い手間の競争 というのは,ほ しい商品を手に入

れそ こなってはたいへんだ というので,他 人 より少し高い値を払っても手に入れようとせ り合 うこと

を意味している。

 こうして,売 り手間競争は価格をせ り下げ,買 い手間競争は価格をせ り上げる機能をもっ ことにょ

って,両 者の交錯から市場均衡が成立するとされており,「 くもの巣理論」もこのように解釈す る こ

とが可能である。つま り売 り手間競争 ・買い手間競争 とい うけれども,供 給超過の局面では買い手間

競争は働かないし(買 い手市場),需 要超過の局面では,売 り手間競争は働かない(売 り手市場)こ とが

暗黙に含意されている。

 ただ実際の市場で,各 商品について市場全体 としての需給ギャップが極端に大きくない場合には,

個,々の売 り手,買 い手にはその程度が確認できないから,売 り遅れぬよう,買 い遅れぬよう,と い う

若干の心理的圧迫が常に作用する。それによって各グループそれぞれの中で,ほ どほどの競争圧力が

働 くものとアダム ・ス ミスは考えているのである。

 このようにみれば,需 要超過や供給超過があっても,そ れがモデ レー トな範囲を越えないで,し か

も比較的短期間に局面が交替す るとい う通常の場合では,売 り手独占,買 い手独占でない限 り,そ こ

                      10



                 第1章 市場競争理論の再考

そこの競争圧力はつねに両グループのメンバーに作用し,せ り上げとせ り下げの交錯によって,安 定

的な市場均衡が成立しうる。

 しかし,1973年 のはじめから74年初頭にかけてのように,世 界中で,設 備も足 りない,労 働も足 り

ない,原 料資源も足りない,と いうほど名目需要が急膨張し,企 業も消費者も,生 活実感として圧倒

的な需要超過を肌で感じるだけでな く,マ スコミを通じてその状況を確認するような場面では,売 り

手間競争の作動を期待するほうがおかしいということになる。その反面で,買 い手間の競争圧力が,

異常な高さに達するのも当然の成 り行きである。

 この現象は,売 り手,買 い手の数の多少,っ まり産業組織論的要因とは別の要因によって生じてい

る。10の 供給力を持っ売り手が100人 いても,売 り手1人 に対 して15と か20の 需要が殺到すれば,売

り手間競争は起こりようがなく,1人 ひとりの売 り手が一時的に独占に類似した地歩を占めることに

なる。多数の売 り手の1人 ひとりが異常な需要超過という一時的要因によって,独 占者に類似した地
            ポリポリイ

歩を占めることを,急 性の売手多占状態 と呼ぽう。

 同様に,買 手相互間の競争圧力が,古 典派,新 古典派的常識を超えた高さに達することも充分考え
             ネゴプソニイ

られ る。これを仮りに急性の買手負占の状態 と呼ぽ う。
                   ポリポリイ    ネゴプソニイ

 このように極端な需要超過の下で急性の売手多占と買手負占が生じたとすれば,そ れは伝統的な市

場理論が想定 した正常な競争状態ではなく,病 的に異常な競争状態だとい うことになる。

 ケインズは有効需要過多とイソフレーションとの関係について,「一般理論」第2ユ章 「価格め理論ゴ

で 「有効需要が増加 してももはや産出高は増加せず,た だ有効需要の増加と正比例的に費用単位の増

加をもたらすにすぎない場合に,わ れわれは真のインフレーシヨンの状態 と略々名づけ得る状態に達

する。」と述べたが,ま た,貨 幣数量増加に関する物価上昇の弾性値eを 定義して,eは 一般 に は1

に な らな い とし,

 「通 貨 か ら の逃 避"flight from the currency"の 場 合 を 除 い て,原 則 としてeは1よ り小 で あ る

とす る のが,お そ ら く安 全だ ろ う」

と も言 って い る。 っ ま り,通 貨 量 の増 加 に対 して 比 例 以 下 の物 価 上 昇 が ふ っ うだ とし て い る の で あ る

が,こ こで 「通 貨 か らの 逃 避 」 の場 合 に特 に言 及 して い る の は,お そ ら く戦 後 の超 イ ン フ レー シ ョン

な どに お け る換 物 傾 向 を 例外 的 な ケ ース として 念 頭 に置 い て いた の であ ろ う。

             ポリポリイ    ネゴプソニイ

 しかし上に述べたように,売 手多占,買 手負占が生じて市場の競争状態が異常をきたすほどの需要

超過が生じた場合に,そ れでも通貨供給増加に関する物価上昇の弾性値 θが1よ り小の値を とるとい

う保証はない。

 ケイソズは,通 貨供給の過大によって名目需要の規模が完全雇用点を突破すれば,そ れ以上は供給

(生産)が 増加せず,物 価が上がるだけだと警告していた。しかし,じ つは名目需要の過大が一・定限度

を越 えた場合には,右 にみたような多占化の進行による供給制限の一般化によって,供 給が完全雇用
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点 で 頭 打 ち す る ど こ ろか,か え って そ れ 以 下 の 水 準 に まで 減 少 す る可 能 性 を生 じ,る。 この 可 能 性 は,

も とも との 競争 理 論 に 潜 在 的 に は 含 意 され て い た とい え る も ので あ り,た だ 新 古 典 学 派 も,ケ イ ンズ

も,1970年 代 に 入 って か らの 図2,図3に 見 る よ うな 大 幅 な 需 要 増 加 を,想 定 し なか っただ け の こ と

で あ ろ う。

          モノポリズム

 この よ うに み れ ば,独 占 病 とい う慢 性 的 な 素 地 とは 別 に,73→74年 に お け るス タ グ フ レー シ ョ ンの

                           ポリポリズム

突発を説明す るものとして,極 端な需要超過に起因する急性多占病があることはほとんど疑 う余地が

ない。日本で物価狂乱の兆候が現われたのは昭和47年 の秋からであるが,48年 にはいってアメリカが

大豆の対 日輸出禁止を発表し,目 本国内の輸入大豆の価格が暴騰して,豆 腐の値段が倍にはね上がっ

た。それいらい 厂買い占め,売 り惜 しみ」「便乗値上げ」 という言葉がしきりに使われ るように な っ

た。

 一定の限界を越えた激しい需要超過が生 じたとき,売 り手,買 い手の数の多少にかかわらず,売 り
                                 ポリポリズム

手間競争は減退し,買 い手間競争は高進する。売 り手間競争圧力の減退が多占病を生むことは前述し
                    ネゴブソニズム

たが,そ れと同時に,買 い手間競争の高進は負占病を生み,そ れから,異 常な 「買い急 ぎ」が生じる

ことは容易に想像される。
        ポリポリズム

 前述のごとく,多 占病は 「供給制限」に直結しているから,「売 り惜しみ」とい う形で現わ れ る。

そして 「買い急ぎ」と 「売 り惜しみ」が同時に起これぽぽ,需 要超過はさらに激化するから,ふ っ う

'では考 えられないような大幅値上げが可能になる
。

 以上のような考察にもとついて,1973～74年 に異常の目立 った トイ レッ ト・ペーパー市場を例にと

って行われた実証理論分析の結果は,次 章の続氏の論文に示されるように,全 般的な大幅需要超過基
         ネゴプソニイ         ポリポリイ

調の時期に消費者の買手負占と,企 業の売手多占が生じたことを明瞭に立証している。以下では,企

業行動 と消費者行動 とについて,市 場の需給バランスと競争状態 との関係を理論的に整理 して お こ

う。

:n:企 業行動 のモデル と競争条件

1. 市場感応弾性

 ふっ う企業行動のモデルは,利 潤極大原理にもとついて,商 品市場が競争的な場合に,市 場価格を

所与として

 1)            価格=限 界費用   ……競争均衡

を均衡供給量決定の条件 としている。そして市場が不完全競争の状態にあるときの,均 衡供給:量決定

の条件は

 2)            限界収入=限 界費用 ……不完全競争均衡
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であることが示される。このとき,企 業の限界収入と価格との関係は

3)  限界収入一価格×(      11-  1需要
の価格弾性1)

となっているが,も ちろん,こ の式は需要の価格弾性の絶対値が1よ り大の場合にのみ妥当する。弾

/一_L.の絶対値が1よ り小である範囲では,価 格を上げるほど収入が増えるから,最 高価格 と最小数量の

組み合せが利潤極大をもたらす。

 ところで当該企業が完全独占の地位にあるときには,企 業の供給量が市場全体の供給量に一致する

から,3)式 に含まれる需要の価格弾性は買手側の行動そのものを示す需要曲線の特性値であると考}

てよい。しかし完全独占でない場合は,買 手側の行動そのもののほかに,他 の売手 との競争条件をも

含んだものと解釈 されることがある。た とえぽ,「 完全競争市場において,個別の売手が直面する需要

曲線は水平であると見なされる」 とい う言い方があるが,こ の場合の 「需要曲線」は買手側の当該商

品に対する需要行動を指しているのではなく,市 場に参加する多数の売手相互間の競争関係を指して

いる。 この場合,需 要の価格弾性はマイナス無限大 とい うことになるが,そ れは買手の選好関数とは

関係のないところで言われているのである。

 そ こで,ま ぎらわしさを避けるために,買 手の選好関数と直結した狭義の需要弾性と,市 場におけ

る売手間の競争条件 とを分離して,不 完全競争均衡を定義しなおすことにしよう。

 いま個別企業の商品供給量をxと し,そ の商品の市場における供給総量をXと し,商 品価格をpと

する。ここで,Σ 翫=Xで ある。
       k

 3)  』         π=px-C
                   利潤 売上収入 コスト

に利潤鰍 条件 籌 一・ を騨 れば

4)   ap_dop+a
x x`一dxす なわち ρ(・+ap x__dCax p)dx

           限界収入    限界費用  「        限界収入      限界費用

を 得 る 。 こ こで,個 別 企 業 の供 給 量 劣が市 場 価 格pに 影 響 す る の は,市 場 供 給 量Xの 変 化 を 介 し てで

あ るか ら,そ の過 程 を分 解 し て 明示 す れ ば

5)    ap xa
x p-ap xax p・aX xax X

                   価格伸縮性 市場感応弾性

のようになる。3)式 で示したような広義の需要弾性は,買 手の商品に対す る需要行動を純粋に示す狭

義の需要弾性(価 格伸縮性の逆数)と,当 該企業の供給行動が市場供給量にどうひびくかを示す市場感

応弾性とに分離 される。需要の価格弾性をη,市 場感応弾性をλで示せば,η は一一般に負値をとるか

ら・限界収入は(    ノ1-   iii)で示cam一.Tl,不完全競争供給の均衡条件は

6) p(・ 「II)__dCd
xっ まり 価格×(・一 徽 辮)一 購 用

         限界収入   限界費用
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のように書ける。

                        aXx
 7)              市場感応弾性_axX

の定義から明らかなように,一 社独占の場合は x=X だから市場感応弾性は1と な り,狭 義の需

要弾性の値がそのまま企業の限界収入を左右する。反対に,当 該企業の市場占有率πが無視できるほ

ど小さい場合,す なわち x《X の場合には,市 場感応弾性はゼロに近い値をとる。したがって,

(狭義の)需 要弾性の値のいかんにかかわらず,限 界収入はほぼ価格に一致するものと見ることがで

きる。

 つまり,λ=1 の ときと λ→0 のときには,市 場感応弾性を含む均衡条件6)式 が,産 業組織

論的な完全独占や完全競争の定義 とも一致する。

2. 市場感応弾性と市場占有率

 Lか し,

6)    ρ(1-I
CI,)_dC-dx

に含熱 る市場感応難 尨 詈 美 を売手カミ2社しかな暢 合 すなわち複品+x2=Xの 場

合にっいて考えれば,λ の値が必ずしも市場占有率 と1対1対 応するものではない ことが分る。従来

の 「複占の理論鉱 た とえば Xxi=xz=2と2社が楊 の半分づっを分けあっているときでも,

                     1双方
の企業がそれぞれの市場感応弾性値λ1,λ2を2だ と考える必然性はない,と いうことをむしろ問

題にしているからである。自社が供給量を1%増 やした とき,相 手がその供給量を増やすのか,減 ら

すのか,変 えないのか,と いうところにこそ複占の理論の課題があ り,推測的変動conjectural varia・

ti・筋 髄 力恥 上げられる軸 がある.し たカミって,初 鵜 点での楊 占碎 力12だ か ら泊

社が供緲 を・%増 やしたとき,楊 全体の供繼xが 音%増 える,す なわちr1感 応難 が12で

あると企業が考える,も のと仮定できるほど問題は簡単ではない。3社 寡占の場合も,ほ ぼ同様であ

ろう。したがって1社 独占の場合を離れたとたんに,市 場 占有率と市場感応弾性値との対応関係は簡

単ではなくなる。

 「複占の珪論」の例からも明らかなように,じ つは市場感応弾性の値は,個 別の売手の供給量xと

市場供給量Xと の間の機械的 ・客観的な因果関係のみでな く,む しろ当該企業がxとXと の因果関係

Y'っいてどう判断す るか,と い う心理的 ・主観的な要素に左右されることを考慮せねばならない。

 もともとマーシャルやパ レー トいらい,「価格所与」によって競争市場を定義するとき,個 々 の 売

手は,自 分が多数の中のとるに足 りない一員であ り,自 分の供給量の増加が市場全体の供給量増加を

もたらして値崩れの原因となる,な どとは夢想だにしないような状況が意味されている。 し た が っ

て,こ の場合にも重要なのは,個 別供給量増減 ど市場供給量との間の機械的な因果関係そのものでは
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な く,個 別の売手がその因果関係をどう意識 しているかが問題なのである。したがって,売 手が零細

多数で x《X という関係にあ り・X→0 とい う場合に・市場感応弾性がゼロに近いだろうとい

う嚥 λ一詈 髪 という艤 式にxX一 ・ を代入撫 ま λ一・ カミ得られるという機械驍

論そのものにもとつ くよりは,む しろ個々の売手がそのように意識するだろうとい う,企 業の主観に

関する推論にもとついている。完全競争の場合は,完 全独占の場合 と同様に,客 観的因果関係 と企業

の主観的判断とがたまたま一致しやすい場面なのであるというにすぎない。

 したがって,市 場占有率が百分の一である企業の市場感応弾性値が厳密に1/100で あるとか,市 場

占有率十分の一の企業の市場感応弾性値が1/10で あるとかい う保証はないのである。ただ,複 占と

か,そ れに近いほど売手が少い場合を除けば,自 社の供給量増減に周囲の競争者達が敏感に反応して

くることを勘定に入れて行動す る必要はあまりないから,___.y`,市 場占有率の高い企業の意識する

市場感応弾性値のほ うが,市 場占有率の低い企業のそれより大となるのであろ う。すなわち,市 場占

有率の高さと市場感応弾性値とが順相関するであろうと考える余地は大いにある。

 そこで,例 えばいま仮りに,売 手が100社 あるときの平均的企業の市場感応弾性値 λが1/100に 近

いとし,売 手が10社 あるときのそれが1/10に 近いものとして,当 該商品の需要にっいての価格弾性値

ηが一2だ ったとすれば,

6)    p(    λ1-   i
ii)_dCdx

に よ り,

完全競争のとき

100社 の とき

10社 の と き

完全独占のとき

  dCρこ万

p(・ 一〇.of2)一〇.995p-dCdx

pCl-X21/.=0.95p=dx

p(・ 一ナ 戸5ρ 一dCdx

のようになり,産 業組織が完全競争の状態から離れて完全独占の状態に近づ くにつれ,中 間的な範囲

でもかなり連続的に,限 界費用 と価格 との乖離が次第に大 きくなり,厂供給制限による価格吊上 げ」

の程度はひどくなる,と 言っても大過ないであろう。

3. 市場感応弾性と需給バランス

 完全競争と完全独占との両極端ばか りでな く,両 者の中間的な範囲でも,市 場感応弾性値が産業集

中の程度とかな り密接な関係をもっだろうことは想像に難 くない。しかし,完 全独占および高度寡占

の場合を除いて,個 別の売手が意識す る市場感応弾性の値が,市 場に参加す る売手の数,お よび初期
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時点における自己の市場占有率など,産 業組織上の要素だけで決まると考えるので充分であろ うか。

 もともと売手が零細多数だ とか単一だ とかいう産業組織論的な尺度は,そ れが傘業間競争を左右す

る重要な要素だか ら重視 されるのであるが,一 社独占と協調寡占の場合を除けば,競 争の程度を左右

す るのが産業組織の状況だけではないことに注意せねばならない。競争か非競争かというのは,売 手

間で顧客を奪い合 うか否かの程度を問題にしているのであ り,完 全独占の場合は,観 客を奪い合 う相

手が居ないから1競 争の起 きようがないとい う特殊な状況である。しかし,こ のことは,売 手が複数

で,か っ協調が行われない場合に,っ ねに競争圧力が働 くことを意味す るものではない。

 売手が多数居た としても,各 自の顧客を他に奪われる心配がなければ,競 争は生 じない。そのよう

な状況は,市 場において売手全体の,供 給能力X*を 上廻る需要があった場合に起きうる。個々 の 売

手がそれぞれ捌 き切れないほどの需要に直面しているのであれぽ,他 の売手の出方を顧慮する必要は

な く,全 く独自に自分の売 り方を決め うるとい う意味で,競 争圧力は働かない。競争圧力が加わらな

い とい うことで,そ の場合,個 々の売手は一社独占の場合 と変らない地歩に立っ ことになる。したが

って,こ のような場合には売手が多数であっても,個 々の売手が意識する市場感応弾性 λの値はゼロ

から離れて1の ほうに近づ く可能性がある。

 全 く同様のことは買手間競争にっいても言える。多 くの売手に対して買手が1人 しか居なければ買

手独占であるが,買 手独占でなくても買手間競争が働かないことはあ りうる。市場が全体 として圧倒

的な供給超過になっているような局面では,買 手が多数居 ようとも,個 々の買手に対して応 じ切れな

いほどの供給が殺到するか ら,他 の買手の行動 とは無関係に購買行動を決めることができる。っまり

買手間競争は働かない(古 典派いらいの「自由財」の概念は,こ れの極端な場合に関連するものと解釈しうる)。

 このようにして,売 手間競争や買手間競争が作用するか否かは,厳 密には売手や買手の数の多寡に

よるものではないのである。売手が少数でも,市 場が圧倒的な供給超過 となっている局面 で は 競 争

圧力が強 く働 きうるし,売 手が多数であっても,市 場が大巾な需要超過であれぽ競争圧力 は働 か な

い。                                  図4 くもの巣的収束過程

 以上のことは事新らしいものではな く,じ っは周知の 「くもの

巣理論」にすでに含意されているとも言}る 。図4の よ うに,

「くもの巣理論」では,市 場均衡への収束過程を説明するのに,

供給超過の局面(均 衡点の右側)で は売手相互間の 「売 り急 ぎ競

争」によって価格の 「セ リ下げ」が生じ,需 要超過の局面(均 衡

点の左側)では買手相互間の 「買い急ぎ競争」によって価格の 「セ

リ上げ」が生じるものとしている。この 「セ リ下げ」と 「セ リ上

げ」が交互に繰 り返えされることによって,均 衡点への収束過程

が進行するものと説明されているのである。これを裏返えしてい
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えば,供 給超過の局面では買手間競争は作用せず,需 要超過の局面では売手間競争の働か な い こ と

が,暗 黙に含意 されていることになる。ただ,新 古典派的に,需 要曲線 と供給曲線の位置が固定され

た定常的な場面で 「セリ下げ」と 「セリ上げ」の交替が無時間的に繰返えされるものと想定するので

あれぽ,無 競争局面の介在を強調する必要がなかっただけである。

 この競争局面,無 競争局面の区別が,売 手や買手の数の多少 とは全 く別個の要因としての 「需給バ

ラソス」に依存するものであることを注意せねばならない。

 産業組織の状況が半年や1年 の短期間に激変することは稀であるから,短 期的には,ほ ぼ一定であ

ると考えられ よう。したがって,上 述のことから明らかなように,所 与の産業組織の状況の下で,各

期間に個々の売手(な いし買手)が 意識する市場感応弾性の値は,そ のときの市場の需給バランスの

状況に左右されるということができる。売手が多数居て,市 場全体 として需要 と供給が一致している

定常状態においては,個 々の売手が意識する市場感応弾性の値がゼロに近い,と いうような場 合 で

も,市 況が変化して大巾な需要超過に転じた ときには,市 場感応弾性 λの値がゼロから離れて1に 近

づ く可能性が充分あるのである。

 さきに産業組織論的に考えて,市 場感応弾性 λは完全競争のときにゼロ,完 全独占のときに1,と

いう値をとり,中 間的な不完全競争状態のときにはゼロと1の 間の値をとる,と 述べた。しかし,上

のように,λ の値が市場占有率以外に,需 給バランスにも依存することを考えると,0≦ λ≦1と い

う範囲を超えて,市 場感応弾性が1以 上の値をとった り,0以 下(負)の 値を とった りす る可 能 性

も,あ ながち否定できないかもしれないのである。

4. 限界費用と原価要素市場

 さて,こ れまでは不完全競争の一般型として企業の商品供給が,限 界収入と限界費用の一致する点

で決まるとい う 2)式 の均衡条件について,限 界収入を価格ρと需要の価格弾性ηPと市場感応 弾 性

λとに分解し,市 場感応弾性値の決定要因にっいて考察した。

 こんどは,限 界費用について考 えよう。かつてマルシャクとアン ドリュウスは企業行動モデルを構

成するとき,限 界収入の側のみでな く限界費用の側,す なわち原価要素市場に関しても不完全競争要

因の導入を試みた。つまり,生 産要素である労働や資本,お よび中間財投入 としての原料 ・エネルギ

ーにっいて,市 場が競争的な 場合だけでな く,主 体たる企業が 買手独占的な地歩を占める可能性を

も含めて,限 界費用の決定を考 えたのであった。このときには,生 産要素および中間財の供給曲線が

想定され,そ れから決まる供給の価格弾性が登場する。この場合にも,さ きに商品販売市場にっいて

述べたと同様に,企 業が完全買手独占の地位にないかぎり,生 産要素および中間財に対する当該企業

の需要と市場における全需要量 との関係を示す 「需要の市場感応弾性」を陽表的に扱 うことが望まし

い。
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 いま商品産出量 と生産要素投入量 との間の関係は生産関数

 8)               x=x(1,k)

によって支配されているもの とする。x, Z, kは それぞれ企業単位の商品産出量,労 働投入量・資

本投入量であ り,要 素市場全体の需要量五,Kと の間には

 9)             Eli-L  ski=K
                 8         2

の関係があるものとす る。 生産関数8)は 通常前提 され るように,要 素投入に関して正の限界生産力

と,限 界生産力逓減の特性とをもっものとする。すなわち,

・・)    axal>¢ 券 く似 蕃>o,・a2xak2<・

また中間財投入については,通 常のレオソティエフ型固定投入係数を前提する。すなわち

 11)                  xi;一ai;x

である。

 総費用cは

 12)            C=lw+ky+Σ ρ繊
                     2

                =lw+kY+Σ ρ晩拶
                人件費資本費  原料費

で定義される。ここでwは 賃金率,7は 単位資本費,p2は 中間財2の 価格とする。

 12)式 から,限 界費用は

・3) dC_d
x_(alax w+lawax)+(akax r+kaYax)+(尹 鰤+写 筈 解)

            限界労務費         限界資本費         限界原料費

       ._at_w ax(・aw Z+al w)+akr ax(・+ay kak y)+琴蝋 ・+」鵠 チ)

となるが,賃 金w,単 位資本費(資 本財価格)r,原 料価dpiな どは,そ れぞれの市場全体の需給関

係で決まるから,さ きに5)式 を導いたと同じ手法で変形を行 うと,

          aw Z  aw L  aL Z  ar k  ar K  aK k
14)    ∂Zw-aLw'alL・akr=∂Kr● ∂kK・

          .∂Y2 x ∂p2董.∂Xi x          ∂
xpZ ∂Xiρ 乞 ∂xx誘

とな り,

・5)  aw L_aL 
w・/aL w_aw L一・/・勘aL lat L一λ・

            労働供給の賃金弾性          労働需要の市場感応弾性

          ar KaK y一・/誓 を一・/砺 籌 妥一為
            資本財供給の価格弾性         資本財需要の市場感応弾性
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          api xaxepz一・/aXi p2=1/vpi,apz Xi 讐 鬚一葡
            中間財供給の価格弾性         中間財需要の市場感応弾性

と置 い て,13)式 に 代 入 す る と,限 界 費 用 は

16)  dC_ald
x_w ax(1+÷)+akr ax(1+÷)+¥餉(1+錘i)

のように書ける。ここで,λ乙等はそれぞれの原価要素市場における需要総量に対 して,当 該企業の需

要変化が どう響 くか という,原 価要素需要にっいての市場感応弾性値であ り,yw等 は労働,資 本財,

中間財に関する供給の価格難 である.ま た,atax'akaxは 蠣 資本の限界投入係数であり,そ れ

        ax  ax             の逆数 とな
っていて,物 的限界生産力逓減法則の下で要素限界投入は逓それの限界生産力        ∂1' ∂k

増する。

 さきの商品市場の場合 と同様に,産 業組織論的に考えれば,完 全競争のとき市場感応弾性はゼロ,

完全買手独占のとき市場感応弾性は1と なるか ら,限 界費用は

・7) dC_d
x_w/axal+r/1纏 餉 完全競争

         限界労務費  限界資本費  単位原料費

18) ac_ata
x-wax(・+1yw)+akr ax(・+÷)+¥餉(・+1vpz)買 手独占

の よ うに な る 。

 また,「 般に短期の企業行動を考える場合には資本設備を所与kと し,資 本費を固定費 として扱 う

から,16)式 からkの 項が脱落して,短 期限界費用は

16') 1募 一atw a
x(   λ乙1十   yw)+琴鍋 ・(・+舞)

とな り,17),18)式 もこれに準 じる。

 17)式 は周知の,競 争市場における限界費用逓増の法則,す なわち右上が りの限界費用曲線 を 示し

ている。18)式 で,原 価要素供給の価格弾性 レが正である,つ まり原価要素の供給曲線が右上 が りで

あるとすれば,カ ッコの中の値は1よ り大 となるから,そ の分だけ限界費用は17)式 の場合よ り高 く

なる。

5. 買手の市場感応弾性

 一般に独占的買手が競争的買手 と異る点は,需 要量を増やす と価格が高まる,こ とを考慮して,買

い控えを行 うことだとされている。すなわち,「需要制限による買いたたき」で価格を低 く抑え よ う

とする行動である。これは売手独占の場合の 「供給制限による価格の吊り上げ」 と対称的であるが,

産業組織的に高度売手寡占が生じやすいのに比較して,下 請企業からの部品購入など特殊な場合を除

けば,高 度買手寡占が成立す ることは少いであろ う。労働,資 本(財),原 料,エ ネルギーなどは,同
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業種中の諸企業に共通であるばか りでなく,広 範囲な諸産業に亘って共通な市場を形成するからであ

る。したがって,一 般に労働,資 本(財),中 間財に対 して個別の企業が意識する購入市場感応弾性λz,

為,褊 などが,産 業組織上の理由から1に 近い値をとることは比較的稀れであると考えられる。

 しかし3節 で述べたように,購 入面での市場感応弾性も,単 にその企業の原価要素市場における占

有率だけでな く,あ るいはそれ以上に,市 場の需給バランスに依存す ることが充分考えられる。

 いま,市 場において需給が一致している定常状態では,産 業組織上の条件によって,市 場感応弾性

がゼロであるような企業があったとする。外生条件の変化によって,原 価要素市場が大巾な供給超過

に L,労 働も資本も原料もあり余 って,当 該企業がそれ らの購入を決めるときに,他 の買手の行動

を全 く顧慮す る必要がない,と い うような状況が生じれば,そ の企業は多勢の売手に取 り囲まれて,

あたかも買手が1人 しか居ない場合と類似の地歩を占める。その場合に,個 別企業の意識す る購入市

場感応弾性 ゐ や 煽 の値がゼロを離れて1に 近づ くであろうことは容易に想像できる。

 これとは逆に,原 価要素市場 が極端な需要超過 となって,労 働も足 りない,資 本財も足 りない,原

料も足 りない,と い う状況に立ち至 ったらどうであろ うか。初期条件 として,需 給がほぼバランスし

ているときに,市 場感応弾性がゼロであるとい うことは,そ の場合にも買手間競争が存在するとい う

ことである。したがって市況が大巾需要超過に転じて,買 手間競争が激化するとい うことを,市 場感

応弾性 λの値で形式的に表現するとすれば,λ がゼロより小,す なわち負値をとるものとでもするほ

かない。

たとえば原料購入 餉(1+舞)に 関して・供給の価格難 ・が正であるとす瓢 中騨 の

市場が大巾な供給超過で買手間競争圧力が減った場合には,売 手 との間の交渉上の地歩が強化され,

λ幅>0 となって括弧内は1よ り大 とな り,需 要制限的な作用を生じる。 中間財2の 市場が大巾な需

要超過で,買 手間競争圧力が,初 期の定常状態 よりも高まれば,λ 幅く0 となって,括 弧内は1よ り

小 となり,需 要促進的な作用を生じることになる。少 くとも,形 式的には,そ のような表現が可能で

あろう。

6. 企業の供給行動と需要行動一 在 庫

 原価要素市場が競争的であるとき,短 期の限界費用は17)式 から

・T)      dCd
x=w/axal+¥蜘

となるから,商 品市場も原価要素市場も,と もに競争的であるときの生産者均衡1)は

                  /ax

のようにな り,企 業は所与の商品価格ρに限界費用が一致する点で供給量を決めることが 明示 され

る。この ときには,賃 金率ωも中間財価格あも所与 とされているから,商 品供給量 鋤 ミ決まると同時
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に労働投入量1や 中間財投入量xiも 決まることが含意されてお り,こ の決定メカニズムは単純明快で

ある。また,商 品販売市場 と原価要素購入市場のうち産業組織上の理由などから,ど ちらか一方が完

全競争的で,他 方が不完全競争的だ というような場合も,生 産者均衡の条件は,た いして複雑ではな

い。

 しかし,ひ とたび定常状態から離れて,短 期間に需要が大巾に変動するような場合を想定すると,

売手も買手も多数が市場に参加していて,産 業組織論的には近似的に競争市場 と見なしう る場 合 で

も,事 柄は簡単でなくなる。いま各商品市場における需要変動は,政 府の総需要調整政策による通貨

供給量の変化に伴って,商 品に対する需要曲線が変位する結果であるとしておいてもよい。

 総需要の大巾な拡大によって,あ る商品に対する需要が急激に増加した とき,企 業が限界費用曲線

(競争的供給曲線)に 沿 って供給量 κを増加させ るとすれば,そ れからの派生 として企業の労働や原材

料に対する需 要も急増することになる。逆に,商 品需要が急減する場合には,原 価要素に対する需要

も急減する。

 いま一般に需要増加の場面 と需要減退の場面における市場均衡点の移動を 「くもの巣理論」的に図

示すると,図5A, Bの ようにな り,需 要増加の場面では,均 衡点の左側の 「セ リ上げ」局面が,均

衡点の右側の 「セリ下げ」局面 より長 くなる。逆に需要減退の場面では,「セ リ下げ」局面が長 くな

り,「 セリ上げ」局面が短 くなる。

 需要曲線の上方ないし下方への変位巾が小 さく,か っ比較的短期間に上方変位と下方変位が交替 し

て起きる,と い うような準定常的な状態を想定すれば,「 セ リ上げ」局面 と 「セ リ下げ」局面 との ア

ソパラソスは,あ まり問題にならない。また現実の場面でも,安 定的な成長過程で,総 需 要 の拡 大

が,前 期の設備投資(Kの 増加)に よる供給力の増大に見合 う程度に,行 われるならば, 「くもの巣」

的収束過程は図6の ようになって 「セ リ上げ」局面と 「セ リ下げ」局面との跛行は生じない。両者の
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 ここでは初期条件 として,正 常な競争状態を前提してお り,

ているから,そ れを基準 とすれば,競 争圧力が弱まるときには市場感応弾性がゼロから離れて1に 近

づ くことになる。それ と対称的に考えれぽ,形 式上,競 争圧力が正常水準より高まるとき,市 場感応

弾性は負値をとることになる。

 いま企業は商品市場に対しては売手,原 価要素市場に対しては買手,の 立場にある。したがって大

巾需要超過の場面で,企 業の感じる競争圧力は商品販売市場で正常水準以下 とな り,原 価要素購入市

場で正常水準以上 となる。これは市場感応弾性の値で表現すれば,商 品市場における販売市場感応弾

性値 あ はゼロより大とな:り,原 価要素市場における購入市場感応弾性値 煽 等はゼロより小となる

ことを意味する。

 さきに見たように,商 品販売市場についての限界収入は

6)  ρ(    λ砂1-    1
η1)つ まり価格×(・一 囃 攀黔)

となっているから,為 がゼロを離れて1に 近づけぽ,括 弧の中は1よ り小 となり,価 格 ρと限界収入

の差が拡大す る。生産者均衡の式

 2)        限界収入=限 界費用

において,仮 りに,右 辺の限界費用を所与 とすれば,そ れ と等値 される限界収入が価格 より小 となる

ということは,そ の分だけ,価 格が限界費用に比 して相対的に高くな り,「供給制限による価格 の 吊

上げ」を生じる結果になることは周知のとお りである。いま仮 りに,原 価要素市場が完全競争的であ

って,短 期の限界費用が

1T)   dCd
x-alw ax+琴 餉

で与えられ,賃 金率ωや中間財価格あが一定であるとすれば,17ノ)式 は右辺第一項の限界労働投入量

al

砒 の逓増(労 働の限界生産力逓減)に よって・右上が りの限界費用曲線を示す。これ と・6)式 の限界

収入とを等置すれば
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     跛行は,供 給能力が適応するいとまのないほど急激

     に需要が変動した場合に生じるのである。

St    いま需要が急激に増加しっづけ,図5Aの ような

     状況が1年 以上にも亘って繰 り返えされて,何 時果

     てるとも知れないような印象を一般に与えた とする

     と,厂セ リ上げ」 局面ばか りが意識 されるから,買

     手間の競争圧力は高まる。その反面で,「 セリ下げ」

  x  局面は 目立たな くなるから,売 手相互間の競争圧力

     は減退する。

           そのときの市場感応弾性をゼロと考え
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・9) p(   λ灘1-   1
η)一 兼 るいはp-dCdx/(・ 一斎)一 孺

となる砧 〉・伽 ば(    漏1-    1η1)<・だから・ ω>1と な り・供給囎 ま限界費肋 ω倍に吊 り

上げられることになる。ωを 「価格吊 り上げ係数」 と呼んでもよい。これを図示すれぽ,図7Aの よ

うにな り,価 格を所与とすれぽ供給量は制限され,供 給量を所与とすれば価格は吊り上げられる,と

いうかたちをとる。商品の買手の需要曲線を所与とすれば,図7Bの ように,供 給量を制限しつっ価

格を吊り上げるというかたちになる。以上は商品販売の側面だけにっいて編がゼロより大 となった と

きの効果を見たものである。

 これに対 し,原 価要素購入市場のほ うにっいて,短 期限界費用の一般式は

16')    ac_ala
x-w ax(  λ呂1十  Lw)2(・+舞)

となっていた。もしλのゼロからの乖離の原因を,産 業組織論的な非競争度のみに求めて,た とえば

仮 りに,当 該企業が商品販売市場において売手独占的,原 価要素市場にっいて買手独占的,と 両側で

独占的地歩を占めていた とすQLぽ,あ も ゐ,褊 もゼロより大 となる。このときには,16')式 に見る

ように,限 界費用は一般に,原 価要素市場が競争的である場合に比 して高くなる。均衡式

 2)          限界収入=限 界費用

の両辺に6)式 と16')式を代入すれば

2・!  p(   鳧1-   i
ii)_al-w ax(・+蠡)+¥畝 ・(・+舞)

        あるいは
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        ρ一{aiw ax(・+毳)+¥蝋1+弩)}/(1「 ㌻1)

とな り,庵>0,λF褊=・0の 場合に比して,あ>0,λz>0,煽>0の ときは,商 品供給価格pに

対置される右辺の擬似限界費用はさらに高 くなる。前図からの類推によって明らかなように,こ のと

きS曲 線か らS'曲 線への変位巾は一層大 となるから,商 品販売の側面で 「供給制限による (販売)

価格の吊り上げ」はさらV'激化す るが,そ れは原価要素市場における 「需要制限による(購 入)価 格

の圧 し下げ」によって加圧された結果である。

 以上は,産 業組織上の理由によって売手独占と買手独占とが表裏一体をなした場合に,両 者が相乗

的に作用して商品の買手に対 してと,労 働や原料の売手に対 してとの両側において社会に甚大な損害

を与える,と いう古来の常識を再述 したかたちになっている。

 しかし,産 業組織上の問題 とは全 く別個に,市 場の需給バランスと市場感応弾性λとの関係を問題

にするときには,話 がちがって くる。

 前述のように,名 目総需要が爆発的に増加する場面では,商 品販売市場において企業間の競争圧力が

減退し,編 がゼロより大となる反面で,同 じ大巾需要超過が原価要素購入市場では企業間競争圧力を

高めるから,λzや 褊 はむしろ 鳧 とは反対に,初 期値ゼロより小 となる傾向を生じる。冱や 煽 が負

値を とった駘 は(   λz1十   L
w)<・ ・(・+弩)<・ となるから・・6')式蜆 る畑 ㍉ 限黷 用は初

期定常状態よりも低いかたちを とる。したがって,こ こで仮 りに商品価格を所与 として企業が行動す

るものとすれば,図7の 場合 とは反対に,見 掛け上の限界費用曲線の下方変位によって,商 品供給量

xを 増加させるような圧力が働 くこととなる。もちろん,そ れ と同時に,労 働や原材料など投入要素

の購入を増加 させ るような圧力が働いているのである。

 このように総需要の過大を原因として,商 品販売市場に関する市場感応弾性煽がゼロより大 となる

反面,原 価要素購入市場に関する市場感応弾性 λ乙や 褊 がゼロより小となる,と いうのを機 械 的 に

20)式 に代入すれば,商 品販売市場での 「売 り惜しみ」動機が,原 価要素購入市場での 「買い 急 ぎ」

動機によって相殺されて,す べての λがゼロであった初期定常状態 とあまり変 らない,と いう奇妙な

結果を生じる。

 1973年 はじめから'74年 はじめにかけての現実の市場で,厂買占め,売 惜しみ」が支配的であ った こ

とは実態観察からいって疑 う余地のないことだから,煽>0,λKO,褊 く0を ただちに20)式 に代

入するとい う理論的操作が経験的に意味を成さないことは明らかである。モデルを実態観察 と整合 さ

せるためには,20)式 の左辺すなわち商品販売行動と,右 辺すなわち原価要素購入行動 とを分断 せ ね

ばならない。この分離は,企 業の在庫投資行動を導入することによって可能であろう。

 商品販売市場での競争圧力の減退によって企業の供給制限行動が誘発され,同 時に原料購入市場で

の競争激化によって企業の需要拡大行動が刺戟されるとすれば,当 然,原 料在庫.仕 掛品在庫,製 品
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在庫が増加せざるを得ない。原価要素投入 と商品産出とを直結せず,在 庫のプールを介して投入一産

出が行われるものとすれぽ,
曁

・9)   _dCp`一d
x/(    λの1-    1η1)一ω ・dCdx

の形式で商品供給曲線を描 くとき,原 価要素の価格wやpzは 在庫品評価価格として与えられるものと

し

・T)    dC_atd
x_w ax+琴 画'

を用いることとなる。この形式はすでに図7で 示 したものに一致し,こ こで商品の価格ρと供給量x

とが決まる。これに対 して,限 界費用の一般式

・6')・   dC_ald
x_wax(  ノz1十  vw)+琴鯛(・+鑑)

を2)式 に代入して均衡条件を導 くとき,図7の 形式で___.前 に実現した商品価格ρを目安として企業

が行動す るものとすれば,

2・)    p-alw a
x(・+÷)+¥鰍 ・(・+舞)

とな る。

 こ こで,正 常 競 争(λ=0)の 場 合 と,λz<0,褊 く0の 場 合 とを 比 較 す れ ば,λ が 負 値 を と る と きに は

                vw  vpi

となるから旧 安とされる所与の商品価師 セこ対して,限界労鰕 入觀 巉 も単位中間財投纉

用Σ轟吻 もより大とな りうる。もともと労働の物的必要投入量は生産関数8)と 資本設備所与kと の制
 Z

約によって,目 安 とされる所与の商品産出量xに 対して

 8')              1=1⑫,k)

のように決まり,ま た中間財投入量も

 11)                x2,=az,x

によって決まるものであ り,現 実にはこれ らに一定の予備的ス トック率を乗 じた量が需要され るべ き

ものである。したがって21),22)の 条件の下では,賃 金率z〃お よび中間財価格かの初期値を所与 とし

た とき,労 働投入や中間財購入が上の技術条件で決まる量を超えて行われることを意味す る。そこで

労働投入(稼 動率)の 水増し分は製品在庫増を,中 間財購入の水増 し分は原料在庫増をもたらす こと

となる。これによって,一 般に商品や原材料の在庫投資ならびに在庫残高が正常水準を大 きく上廻る

可能性を生 じるのである。

 短期的には労働投入の増加は労働時間の延長のかたちで行われ る場合が多いと考えられ るが,現 実

には長期的な配慮が平行的になされるから,長 期限界費用式16)に よって,λ のゼロ以下への低下は
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雇用人員増や設備投資増をもたらし,労 働市場ならびに資本財市場での需要超過傾向に拍車をかける

こととなろう。

     ポリポリイ        ネガポリイ       ネゴプソニイ       ポリオプソニイ

皿 急性売手多占,急 性売手負占,急 性買手負占,急 性買手多占

 前節では,総 需要の過大によって,各 商品市場や原価要素市場の需要超過傾向が高度に達 した と

き,買 手間競争圧力が高まると同時に売手間競争圧力が低下することを問題 とした。この競争圧力の

上昇 ・下降は産業組織の変化に伴 うそれ とは,は っきり区別されねばならない。産業組織は短期間に

激変することが少 く,寡 占集中などもかなりの年月に亘って徐々に進行するものである反面,ひ とた

び変化した産業組織は容易にもとに戻らない性質をもっている。したがってマルクスいらい,そ して

さいきんではガルブレィスなどによって強調されている,産 業組織上の理由による市場の硬直化は,
                                    モノポリズム

競争市場体制にとって一種の慢性病のようなものである。これを便宜上,慢 性的独占病と呼ぶことに

しよう。

 それに対 して,こ こで問題にしている市場機能の異常は,比 較的短期間の需給バランスの状況に起

因す るものであるから,一 種の急性病であると言える。市場に大巾な需要超過傾向が生じ,そ れが短

時日に解消す るとい う見通しがないとき,個 々の売手に対 して応 じきれないほどの需要が殺 到 す れ

ば,売 手の数が多 くても,個 々の売手は一時的に売手独占に類似した交渉上の地歩を買手に対 して占

めることになる。多数の売手の1人1人 がそれぞれに独占に類似した地歩を占めるとい う意味で,ラ

グナー ・プリッシュの用語を流用して,こ れを 「急性売手多占polypoly」 と呼ぶ ことにしよう。

 これに対 して,上 の設定 とは反対に,強 度の総需要減退によって,ほ とんどの商品市場 と生産要素

市場に大巾な供給超過が生じた場合を考えると,今 度は図5Bに 示したように各市場における売手間

競争が激化する反面で,個 々の買手は応 じ切れないほどの売 り込みに直面する。したがって,買 手が

多数存在しても,買 手相互間は無競争状態とな り,個 々の買手は一時的に買手独占に類似した交渉上
                    ポリポリイ

の地歩を占めることになる。これは上の急性売手多占と対称をなすから,類 推的に命名す れ ば,「 急

性買手多占polyopsony」 とでも呼ぼれ るような状態である。

 このとき,大 巾供給超過の下で売手相互間の競争圧力は異常に高まっているから.正 常な売手間競

争の範囲を超えて,個 々の売手は投げ売 りしてでも顧客を確保しようとするであろう。これは売手に
                 ポリポリイ

とって,そ の交渉上の地歩が上述の売手多占とは正反対の状況に陥ることを意味するから,「急 性の

負の売手多占11egative-polypoly」,あ るいは略して 「急性売手負占negapoly」 と呼ぶことにす る。

 さて,大 巾需要超過の場合に戻 って,買 手側にっいて考えると,売 手相互間の無競争状態 とは うら

はらに,買 手相互間では競争圧力が異常に高まり,需 給ギャップが一定範囲を超 えない準定常的な市

場に見られ るような正常な買手間競争 とは比較にならないほど,激 烈な競争が生じうる。これは個々
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                     ポリオプソニイ

の 買 手 の 交 渉上 の地 歩 が,上 に定 義 した 厂急 性 買 手 多 占 」 とは正 反 対 の状 況 に 陥 る こ とを意 味 す るか

ら,「 負 の急 性 買 手 多 占negative-polyopsony」 あ る い は 略 して,「 急 性 買 手 負 占11egopsony」 と呼 ぶ

こ とに し よ う。 これ を 整 理 す れ ば,下 の よ うに な る 。

                     供 給=需 要
              ネガポリイ                             ポリポリイ

         o>櫓 黔欝 癖 過 霰編 纈 蜚儀酔>o

             ポ,。プ。.イ   λ=0     ネ。プ。.イ         0<褊急性買手多占   収束
→←収束   急性買手負占2m<0

            (買い惜しみ)           (買い急ぎ)                     
正常競争

                      0
           く                                  

      供給超過の累積過程       許容範囲       需要超過の累積過程

     ネガティブ

 ここで,「負占」 という呼び方を用いるのは,前節に示したように,た とえば大巾需要超過の場面で
     ポリポリイ                                                            ネゴプ

は,「 急性買手多占」によって一時的に販売市場感応弾性がゼロより大 となるのに対して,「急性買手
ソニイ

負占」は購入市場感応弾性に負値をとらせるからである。

 前述のように,総 需要の過大によって,ほ とんどの個別市場に大巾な需要超過傾向が生じた とき,
                          ポリポリイ

商品市場に対する売手 としての諸企業はそれぞれに急性売手多占の立場に立っ。それ と同時に,原 価
                         ネゴプソニイ

要素市場に対する買手 としての諸企業はそれぞれに急性買手負占の立場に立っ。その結果,正 常競争

の場面に比し,売 手としては 「供給制限」的とな り,買 手としては 「需要拡大」的 となる結 果,厂 買

占め,売 惜しみ」的傾向が一般化すると同時に,水 増し在庫が急増す るのである。諸企業間の中間財

取引の場面でも 「買占め,売 惜しみ」が行われるから,購 入市場感応弾性 褊 も販売市場感応弾性漏

もともにゼロである場合に比して,需 要超過傾向は加速化され,中 間財価格の上昇は一層激 しくな

る。 この傾向は部門間の投入一産出行列を循環する過程で,さ らに個別企業の煽 をよりゼロより小
                                          ポリポリイ

に,あ を よ りゼ ロよ り大 な ら しめ る とい う自己 増 殖 を も た らす で あ ろ う。 この よ うな急 性売 手 多 占 と

  ネゴプソニイ   つい

急性買手負占の対の自己増殖は,個 別各市場の供給曲線を左上方に,需 要曲線を右上方に変位しっづ

けさせるから,定 常的な正常競争の市場にっいて新古典派が想定したような需給均衡点への収束は起

らず,逆 に需給ギャップの拡大へ と拡散的な傾向を辿ることになる。

 その結果は,消 費財産業にっいても原料不足 と原料 コス ト急増をもたらし,そ の産業に属す る諸企
   ポリポリイ

業の売手多占的傾向に上わ乗せされて消費者物価の高騰をもたらす ことは容易に想像できる。このと

きの消費者の反応はどうなるであろ うか。

IV 消費者行動 と市場の需給バラソス

企業行動にっいては不完全競争要因が注 目されてきたのに対して,消 費者行動にっいてそれが取 り

                     27



               第1部 ス窒グフレーショツと市場機能

上げられたことは少い。それは,産 業組織論的に見て,一 般に消費者が零細多数であることは明らか

であるし,生 活協同組合的な消費者の自衛的な団結も,企 業の売手独占的圧力に対抗するという消極

的な意義でしか取 り上げられなかったからである。

 しかし,こ こで問題にしているような,産 業組織上の理由とは全 く別個な,市 場の需給バランスと

競争圧力 との関係に注 目す る場合には,事 情が異 って くる。とくに,新 古典派が想定 していた ような

定常的ないし準定常的な正常競争におけるよりも,買 手が一・層弱い立場に立ち,正 常水準以上に買手

間競争圧力が強まる場面などに注目す る場合には,そ うである。

 消費者行動の理論は一・般に,効 用指標関数

 1)             U== U(q1, q2,…, qn)

と収支均等式

 2)           Y=ΣPiqi
                 ぽ

とか ら,諸 財 に対 す る消 費 需 要 の決 定 を説 明ず る 。 そ して,収 支 制約2)を 条件 と した 効用 極 大 条 件 を

導 くと き,諸 財 の 価 格 を所 与 と して 扱 うの が ふ っ うで あ る。 しか し,目 的 関 数

 3)           ψ=U(qi, q2,…)一 μ(ΣPiqz-Y)
                           葛

をので微分して極大条件を導 くとき,た またまρゴがのか ら独立でない場合があ りうるとして扱えば,

限界効用均等式として

4)    謬一μ(P」+謝

    あるいは

                        q7

を得る。ここでμは貨幣の限界効用である。

 企業行動モデルの場合でも,一 社独占でないかぎり,個 別主体の販売量や購入:量が直接に商品相場

に影響するとは見なし難か ったが,ま して消費者の場合はそうである。そこで,上 の支出金額の購入

量に関する偏微係数の部分を市場総 X7を 媒介 として書 き直せぽ,

5)  ・+毎 箸 一んap;x;ax
;p;・ 畿 協 舞

            ∂X3ρブ

av

aq,/(ρ ・+ap;aa;q.9一 μ

        ρ・(  )(・+   )(・+)

のようになる・ ここで ・尸 ∂死 醇 は 滴 品市場における供給の価騨 性であ り・搬 セこ正値をと

るものと考えられ る。 4.7は当該消費者が,自 分の購入行動が ブ財市場の需要全体にどれほどひび く

と意識するかを示す消費者の購入市場感応弾性である。

 5)式 を4)式 に代入すれば,   ・

4')     ayaq
;/ん(     λαゴ1十     レブ)一μ
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となるが,も ちろん消費者は零細多数であるから,市 場の需給関係が正常な範囲にあるか ぎ り,厂自

分が余分に買えば,そ れだけ値上がりする可能性があるから,買 い控えよう」というような,買 手独

占者的な意識をもっ消費者はまず居ない。したがって2a」 = Oと なり,通 常の均衡式(限 界効用均等式)

に還元す る。

 しかし,需 要超過にせ よ供給超過にせよ,需 給ギャップが正常の範囲を超えない準定常 的 な 市 場

で,消 費者相互間の競争圧力が正常水準を超 えない場合を基準にとって,そ のとき消費者の意識する

購入市場感応弾性 福 の値がゼロであるとしたとき,何 らかの事情で極端に大きな需給ギャップが生

じても 勧 はいぜんとしてゼロであると言い切れるだろ うか。形式的に考えれば,極 端な需要超過と

な り,各 消費者が欲しいだけ確保するために激烈な買い急ぎ競争をするとか,あ るいは極端な供給超

過で,各 消費者が多勢の売手から買 って呉れ とせがまれるとかいう局面で,砺 渉正常値のゼ ロより

も小 とか大 とかに変化した としても,お かしくはない。各消費者が先を争い,売 手に頭を下げて売っ
     ネゴプソニイ

て貰 う急性買手負占的な場面では λαゴがゼ ロより小 とな り,多 勢の売手に 「ぜひ自分から買って欲し

い」と頼まれて応接にいとまのないような急性買手多占的な場面では λα'がゼロより大 となる,と い

うことはあ りそうなことではないだろうか。

 いま多数の消費財のうちの一部ブ財だけにっいて極端に大 きな需給ギャップが生じ,他 の諸財(々

=1,…,n;た だし ブ≒の にっいては正常市場が維持されていた とすれば,限 界効用均等式は

5)   器/PiC一 謬/P・(     λαブ1十
     レ')一μ

のように書ける。通常の場合 と同様に,5)式 を収支均等式 と連立 して解けば,消 費財需要関数の体系

が得 られるが,各 財の需要関数の一般式は

6)   q・一f{P・・ P・・… 角(     λαゴ1十
     レ')…'・ ・Pn;Y}

のようになる。いまノ財にっいて各消費者が極端な品不足を心配す るような状況にあれば,急 性買手

負占となり・購入楊 感騨 性は鮠 をとる・その場合に卵 舟 く・すなわちP」(1+紛

くあ となり,す べての財の価格を所与としているときの消費者均衡に比較して,ブ 財の価格が 割 引

かれたようなかたちになる。したがって5)式 から明らかなように,ブ 財の限界効用が他財のそれとの

相対関係でより低 くな りうるから,そ の分だけ ブ財の均衡購入量は大 となる傾向を生 じ, 「買 い急

ぎ」の状況を呈す るのである。

 これ と逆に,財 が市場にあり余 って,個 別の消費者に売込みが殺到す るような場面では,消 費者は
  ポリオプソニイ

急性買手多占の地歩を占め,彼 らの意識す る購入市場感応弾性 砺 はゼロより大 となりうる。そのと

き臨1舟 〉・すなわ頭1舟)>P」 となるから・均衡耀 式5)臨 ・て測 の酪 よ

水増 しされたかたちとなり,ノ 財の限界効用は他財のそれに比 して割高の水準にとどまらねぽならな

い。その分だけ財の購入量は圧縮 されて,「買い控え」の傾向を生じることとなる。
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 いま多 くの商品市場を通じて大巾な需要超過傾向が一般化するとか,あ るいは反対に,大 巾な供給超

過傾向が一般化するとかい うような場合,っ まり消費財集合の うちの大部分が上のブ財的になった場
                          ネゴプソニイ           ポリオプソニイ

合はどうであろうか。その場合には各消費財に関する急性買手負占ないし急性買手多占の程度,す な

わちゼロから乖離した購入市場感応弾性 砺 の値の分布によって消費者の支出構造が左右されるだけ

でなく,可 処分所得Yの うちで消費支出に向けられる割合が増加あるいは減少して,貯 蓄率が変化す
                                ネゴプソニイ

るであろうことは容易に想像される。大巾需要超過による消費者の急性買手負占の場面では貯蓄率の
                   ポリオプソニイ

低下が,反 対に,大 巾供給超過による急性買手多占の場面では貯蓄率の上昇が,観 察 されるかもしれ

ない。

 さらに,消 費者行動モデルを家計行動モデルの一部 として,家 計の労働供給行動まで含めて考えれ

ぽどうであろうか。その場合には,家 計の 「所得一余暇選好」が登場す る。

 いま多数の商品市場に大巾需要超過をもたらした総需要の過大が,労 働市場にも大巾需要超過をも

たらし,激 しい労働不足を生じたとすれば,労 働供給の要素主体 としての家計は労働市場に対して一
     ポリポリイ                マン アワ 

時的に急性売手多占の地歩を占める。1人1時 間単位で測った家計の余暇時間を1と すれば,効 用指

標関数は

 1')           、   U= U(ql,…, qn;1)

と一般化され るが,こ のとき余暇時間1は,そ の時間を労働に当てて得るべ き収入を犠牲にして購わ

れるから,時 間当 り収入率,な いしは簡単に,賃 金率Z〃が余暇の価格 とい うことになる。したがって

消費財価格ρゴおよび賃金率叨を所与としたときの均衡式は,μ を貨幣の限界効用 として,

7)一   謬/舮 釜/w・=・Pt

                               ポリポリイ

のように書ける。いま労働の売手である家計が労働市場に対 して急性売手多占の意識,っ まり 「引 く

手あまただから,慌 てて就職す ることはない」といった意識を持った とすると,賃 金率卿は所与では

な くなって,均 衡式は

8t) 、   評/(w+awal・1)一 μ

となる。これまでと同様に市場感応弾性を導入して書き直せぽ,

8)   誓/w( awL aLl1+ai w'ai i)一 讐/w(・+磊)一 μ

となる。

 ここで ゐは家計が意識す る労働供給市場感応弾性,ηωは市場全体 としての労働需要の賃金弾性で

ある。一般に労働に対する需要曲線は右下が りであると考えてよいか ら,ηωは負値をとる。そして,
                    ポリポリイ

激しい労働不足の局面,す なわち家計が急性売手多占の地歩を占めるときは,企 業が商品市場に対し
  ポリポリイ

て売手多占的になる場合 と類推的に,労 働供給市場感応弾性 ゐ はゼロより大 となるもの と考えられ
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る・ ゐ〉・の駘 こ贈 ・<・ だから・ ・+轟 く ・すなわ励(  λ`1十
  ηω)<〃 とな り・限界効用

均等式8)に おいて,余 暇の価格(賃金率)wが 割引かれ るようなかたちを とる。したがって,均 衡式に

おいて余暇の限界効用は相対的に低くなるから,余 暇の購入量:1は 増加し,そ の裏側で家計からの労

働供給量は減少す る傾向を生じる。

 以上 と反対に,総 需要の過少によって,多 くの商品市場 と同様に,労 働市場が大巾な供給超過基調

(失業増加)と なったような場合には,就 業確保への売手間競争圧力が強まることによって,家 計の労

働供給市場感応弾性λ乙はゼロより小 となる可能性がある。こうして,不 況下で労働の売手 としての家
    ネガポリイ

計が急性売手負占の地歩に追い込まれ,λ`<0と なった場合には,労 働需要の賃金弾性はηω<0だ から

・磽 〉・すな枷(・+÷)>wと なって・限界効用均等式8)において駘 の項カミ水増しされ

るかたちとなり,余 暇の購入量1は 減少する傾向を生 じる。すなわち,そ の分だけ家計からの労働の

厂売 り急ぎ」が起 きることになるのである。

 ただし,家 計の消費行動についての実証理論はほぼ整 っているけれ ども,貯 蓄行動ならびに労働供

給行動については,・理論の定式化や実証分析のための実験計画等にっいてっめ残 された部分が多いか

ら,,これ以上詳論するのは時期尚早であろう。ここでは以上の粗描にとどめたい。

IV 需給ギャップと市場均衡の復元力

 以上は,産 業組織論 とは全 く別個の視角,す なわち市場における需給ギャップと売手間競争,買 手

間競争 との関係を検討した。

 新古典派経済学がおそらく暗黙に前提していたであろうように,何 らかの原因で市場が一時的に需

要超過あるいは供給超過になっても,そ れ ら需給ギャップがあまり大 きくな く,か っ比較的短期間に

それが解消されることが予期 されるような場面では,産 業組織上の独占要因がないかぎり,競 争機能

が よく作動して市場均衡が回復 されるものと考えることができる。そして事実上,第 一次大戦前まで

の先進経済においては,古 、典派いらい期待 されていたような市場の復元力がよく働いたと見ることが

で きる。

 しかし,需 給ギャップが一一定の許容限度を超えて大 きくなった場合に,大 巾需要超過の局面では売

手相互間の競争圧力の低下 と買手相互間の競争圧力の高進 とが生じ,大 巾供給超過の局面では売手相

互間の競争圧力の高進 と買手相互間の競争圧力の低下が生 じうることは,ア ダム ・ス ミスいらいの競
                                          ポリポ
争の考え方そのものから推論しうることである。このようにして,激 しい需要超過の下で 「急性売手
リイ           ネゴプソニイ                                      ポリオプソニイ          ネガポリイ

多占」と 「急性買手負占」が同時発生し,激 しい供給超過の下で 「急性買手多占」と「急性売手負占」

が同時発生する可能性を考慮すれば,そ れらの場合には市場均衡の自動回復を期待できないことは明

らかである。
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               第1部 スタグフレーションと市場機能

 前節までに見たように,総 需要の過大によって,多 くの商品市場ならびに労働市場に極端な需要超
                           ポリポリイ

過傾向が生じた場合には,商 品の売手 としての企業は 「急性売手多占」の地歩を占めて 「売 り惜 し
                              ネゴプソニイ

み」的になり,中 間財および生産要素の買手 としての企業は 「急性買手負占」の地歩に陥って 「買い
                          ネゴプソニイ

急ぎ」的になる。それと同時に,消 費者としての家計は 「買手負占」の地歩に陥って商品を 「買いあ
                 ポリポリイ

さり」,労働供給主体 としての家計は 「売手多占」の地歩を占めて,直 接に,あ るいは労働組合組織を

媒介として,「売 り渋 り」を行 う。このようにして,企 業や家計の供給曲線は原価要素の価格や 限 界

効用曲線の位置などで決まるべ き位置よりも左上方に変位し,同 時に企業や家計の需要曲線は生産関

数の特性や所得効果で決まる位置 よりも右上方に変位す る。その結果,需 要超過が生じる以前に比べ

て,価 格(賃 金)が 急騰 しながら供給量が減少するとい う,正 常な競争市場では生じ得ないような現

象が起 りうるのである。このとき,在 庫は増加する傾向をもっ。

 これ とは逆に,総 需要の急激な縮小によって,多 くの商品市場や労働市場に極端な供給超過傾向が
                       ネガポリイ

生 じたとすれぽ,商 品の売手としての企業は 「急性売手負占」の地歩に陥って 「投げ売 り」 的 に な
                  ポリオブソニイ

り,中 間財の買手 としての企業は 「急性買手多占」の地歩を占めて 「買い控え」行動を とる。 同 時
             ポリオプソニイ

に,消 費者 としての家計は 「買手多占」の地歩に立 って 「買い渋 り」,労働供給主体 としての家 計 は
 ネガポリイ

「売手負占」の地歩に堕ちて,労 働の 「たたき売 り」を行いやす くなる。この場合には,あ らゆる市

場において需要曲線は正常市場のそれよりも左下方に変位し,供 給曲線は正常市場のそれよりも右下

方に変位す るから,物 価の急落と需要量の減少,な らびに失業の急増,が 同時生起する可能性が出て

くる。

 い うまでもな く前者がスタグフレーション型,後 者が大不況型である。

 もちろん,か つてP・H・ ダグラスが喝破したように,説 明図上の架空の需要曲線や供給曲線の変

位など,都 合のよい結論を導 くためには,筆 先のすさびで如何 ようにも描ける。したがって,図8お

図 8
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                 第1章 市場競争理論 の再考

                ポリポリイ      ネゴゾソニイ    ポリオプソニイ     ネガポリイ

よびその背後に設定された急性の 「売手多占」,「買手負占」,「買手多占」,厂売手負占」などの 理 論概

念も,実 証的裏付けを持たぬかぎり何の意味も成さないことは言うまでもない。

 上に展開した理論的構図は,次 章の続氏の論文に示されるような,昭 和48,49年 に生じた トイ レッ

ト・ペーパー市場の異常現象を例に とった実証分析の結果を踏まえたものである。そこでは,消 費者

    ネゴプソニイ                                             ポリポリイ

の 「急性買手負占」 と,製 造業から小売業までも包括した企業の 「急性売手多占」の生起の過程が実

測されてお り,本 稿で述べた大巾需給ギャップに起因する競争機能の異常の可能性が架空のものでな

いことを濃厚に示唆している。

 もし図8に 示したような市場機能の異常が実相を捉えているとすれば,大 不況からの回復にっいて

示されたケインズの処方は,ま ことに当を得たものであったということになる。総需要の不足が諸市
   ネガポリイ        ポリオプソニイ

場で 「売手負占」 と 「買手多占」を引き起した とすれば,新 古典派経済学が正常市場にっいて保証し

ていたような復元力は働 く余地がなく,そ れに期待する訳にはいかない。市場の復元力を回復するた

めには,ケ イソズが示唆した ように,外 生的に総需要を追加して,供 給超過を許容限界内にまで圧縮
      ポリオプソニイ        ネガポリイ

し,急 性の 「買手多占」 と 「売手負占」を解消して正常な市場の競争機能が作動しうるようにするほ

かないであろう。

 ただ名 目需要の過大も市場均衡の復元力を失わせることを強調しておかねばならない。名 目総需要

を増やしっづけて,各 市場の需要超過傾向が,正 常市場 としての許容範囲を超えた場合には,急 性の
 ポリポリイ        ネゴプソニイ

「売手多占」 と 「買手負占」を誘発する結果,古 典的な貨幣数量説が示唆する以上の物価急騰 と,生

産縮小,失 業増加が生じてしまうことを知らねばならない。1973年 の世界的名 目需要増加が,こ の許

容限度を超えたものであったことは,実 績から明らかである。今後の政策への指針 として,正 常な市

場機能が作動しうる許容範囲を一般的に確定することが,経 済学の緊急な研究課題 として 残 され よ

う。
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